
（証券コード ７７２７） 

   平成２４年６月２０日 

株 主 各 位 

東京都新宿区上落合三丁目１０番８号 

                                                        代表取締役社長 谷本 淳 

 

第９０期定時株主総会招集ご通知の一部訂正について 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、「第９０期定時株主総会招集ご通知」の記載に訂正すべき事項がございます。訂正が多々あり誠に申し訳ございません。謹んでお詫び申しあげますとともに、

下記のとおり訂正させていただきます。訂正箇所は、下記の表中に網掛けで示しております。 

敬具 

記 

１． 招集ご通知１９、２０ページ  

訂正前 訂正後 

連 結 注 記 表 
 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
1. 連結の範囲に関する事項 
 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

 

 

SHANGHAI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD. 

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由       

非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書

類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

連 結 注 記 表 
 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
1. 連結の範囲に関する事項 
 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

PT OVAL METERING INDONESIA 

OVAL VIETNAM JVC LTD. 

SHANGHAI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD. 

(3) 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由       

非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 



2. 持分法の適用に関する事項 

 

 

 

 

(1) 持分法適用の関連会社の数  ５社 

山陽機器検定株式会社 

PT OVAL METERING INDONESIA 

OVAL-ITECH CONTROL AND ENGINEERING LTD. 

OVAL TAHILAND LTD. 

OVAL VIETNAM JVC LTD. 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名 

  称 

SHANGHAI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD. 

(3) 持分法を適用しない理由  

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。     

2. 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社  ２社 

 PT OVAL METERING INDONESIA 

OVAL VIETNAM JVC LTD. 

 

(2) 持分法適用の関連会社の数  ３社 

山陽機器検定株式会社 

 

OVAL-ITECH CONTROL AND ENGINEERING LTD. 

OVAL TAHILAND LTD. 

 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名 

  称 

SHANGHAI OVAL INSTRUMENT CO.,LTD. 

(4)  持分法を適用しない理由      

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外しております。     

 

２． 招集ご通知２４ページ  

訂正前 訂正後 

連 結 注 記 表 
 

 

連結貸借対照表に関する注記 

1．担保資産及び担保付債務 

現金及び預金 12,600千円

建物及び構築物 290,639千円

機械装置及び運搬具 10,135千円

土地 4,605,655千円

  計 4,919,030千円

短期借入金 550,750千円

長期借入金 448,214千円

  計 998,965千円
 

連 結 注 記 表 
 

 

連結貸借対照表に関する注記 

1．担保資産及び担保付債務 

現金及び預金 12,600千円

建物及び構築物 290,639千円

機械装置及び運搬具 10,135千円

土地 4,605,655千円

  計 4,919,030千円

短期借入金 490,750千円

長期借入金 448,214千円

  計 938,965千円
 

                                                                             以上 


